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2021.4までの
経過年月数

1992.10.1 1992(H4).10 [2年0月]

(H4) 1990(H2).10 [5年6月]

2016.4.1 2016(H28).4 [1年0月]

(H28) 2015(H27).4 [1年0月]

1995.12.1 1995(H7).12 [4年0月]

(H7) 1991(H3).12 [3年8月]

2020.4.1 2020(R2).4 [5年0月]

(R2) 2015(H27).4 [8年3月]

2006.4.1 2006(H18).4 [10年1月]

(H18) 1996(H8).3 [4年0月]

2016.4.1 2016(H28).4 [4年0月]

(H28) 2012(H24).4 [20年0月]

2013.4.1 2013(H25).4 [20年11月]

(H25) 1992(H4).5 [3年5月]

1993.4.1 1993(H5).4 [3年0月]

(H5) 1990(H2).4 [4年0月]

（注）　（　　）内は、財政事情等により報酬等を減額している都道府県における減額後の額を示す。

＜参　考＞
区　分 総理大臣 国務大臣 副 大 臣 大臣政務官 議　　長 副 議 長 議　　員 適用年月日

201.0 146.6 140.6 119.9
（140.7） （117.3） （112.5） （107.9）

（注）　（　　）内は、自主返納（総理大臣30％、国務大臣・副大臣20％、大臣政務官10％）後の額を示す。（2014年４月から終期未定）

過去の改定経過
[前回改定からの経過年月数]

１　主要都道府県　特別職の報酬等の月額（2021年4月1日現在）

国

改定年月日（知事）

改定の時期

北海道 28年6月

東京都 5年0月

神奈川県 25年4月

愛知県 1年0月

京都府 15年0月

一般職に準じて改定

5年0月大阪府

兵庫県 8年0月

福岡県 28年0月

217.0 158.4 129.4 2015(H27).4.1
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110.0 

118.9 

116.0 109.3 

102.3 

105.0 

105.0 
108.0 

104.0 

114.7 

108.0 
106.4 103.0 

103.0 

98.5 
98.0 

90.0 

102.2 

97.0 97.7 
96.0 

93.0 

88.0 89.0 

80

90

100

110

120

130

140

150

北海道 東京都 神奈川県 愛知県 京都府 大阪府 兵庫県 福岡県

(106.0)

(110.3)

(98.2)

(118.9)

(65.1)

(72.1)

(90.3)

(81.9)

(106.4）

(84.0)

(92.4)

(100.8)

(100.0）

(126.0）
■ 知 事

▲ 副議長

□ 副知事

▲ 議 長

△ 議 員

愛知県

（単位：万円）

＜大阪府知事の給料について（2016年～）＞
◆退職手当を廃止し、廃止前の一任期（４年）分の額を１か月相当に割り戻して

給料の額に算入するとともに、過去の累積改定率を参考にして、2016年度から
給料の額を引き上げた。

（72.8 ）

(101.7)

(91.8)

(81.8)

131.0

退職手当相当額算入前（2016.4.1）の給料月額

（96.6）

(95.7)

５位

２位

４位

３位

２位

主要都道府県は改定しておらず、状況に変化なし

（130.5 ）

（102.6）

（107.9）

（92.2）

（114.0）
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　（注）　（　　）内は、財政事情等により報酬等を減額している都道府県における減額後の額を示す。

＜参考＞

区　分 総　理　大　臣 国　務　大　臣 副　大　臣 大臣政務官 議　　長 副　議　長 議　　員

国 ４，０３２ (2,823) ２，９４１(2,353) ２，８２１(2,257) ２，４０５(2,165) ３，６５８ ２，６７０ ２，１８１

（注）　(　　)内は、自主返納（俸給・期末手当について、総理大臣△３０％、国務大臣・副大臣△２０％、大臣政務官△１０％）後の額を示す。
　　　（2016(H26)年４月から終期未定）

２　主要都道府県　特別職の報酬等の年額（2021年4月1日現在）

2,326
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1,300
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北海道 東京都 神奈川県 愛知県 京都府 大阪府 兵庫県 福岡県

（2,181）

（1,803）

（2,183）

（1,211）

（1,341）

（1,507）

（1,523）

（1,768）

（1,435）

（1,587）

（1,724）

（1,861）

（2,330）

（単位：万円）

■ 知 事

△ 議 員

▲ 副議長

▲ 議 長

□ 副知事

愛知県

（1,952）

（単位：万円）

△ 議 員

▲ 副議長

▲ 議 長

□ 副知事

報酬等の年額＝（報酬（給料）＋地域手当（※））×12月＋ボーナス

※地域における民間の賃金水準との均衡を図ることを目的とする手当

（議員は非常勤であるため支給されない）
（1,473）

（1,729）

（1,560）

（1,390）

2,274

退職手当相当額算入前（Ｈ

27.4.1）の給料月額を基に算出

（1,628）

３位

４位

３位

３位

３位

（1,613） （1,808）

（2,009）

（2,050）

（2,504）

（1,624）
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北 海 道

東 京 都

神 奈川県

愛 知 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

福 岡 県

３　主要都道府県　特別職の報酬等の抑制措置（2021年4月1日現在）

ボーナス例月

△７％

管理職手当

管理職

ボーナス

区分 その他一般職
議長・副議長・議員知事 副知事

△１０％

△３０％

△６％ △５％

△８％

△３０％

△４％

△２０％ △３％

△３０％

△８％

△１４％△３０％ △１５％

ボーナス

△２０％△５０％ △５０％

△１３％

△２０％

△５％

例月 ボーナス

△１３％△３０％

例月

一般職の抑制措置の状況

例月 ボーナス 例月

△４％

△３％
議　長△7.4％
副議長△6.2％
議　員△4.5％

△５％

△１２％

△２～1.5％

△４％

（部長級・次長級のみ）
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(１) 報酬等の月額及び年額 　　 (２) 過去の改定経過

　　(３) 抑制措置

（注）　　（　　）内は、財政事情等により報酬等を減額している団体における減額後の額を示す。

４　東海四県・名古屋市　特別職の報酬等（2021年4月1日現在）

2,512
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2,158 
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愛知県 岐阜県 三重県 静岡県 名古屋市

（110.3）

（106.0）

（84.2）

（91.6）

（94.7）

（104.1）

（50.0）

（2,181）

（1,952）

（1,455）

（1,875）

（1,800）

（800）

（1,584）

■ 知事（市長）

▲ 副議長

□ 副知事（副市長）

▲ 議 長

△ 議 員

知 事

副議長

副知事

議 長

議 員

愛知県

(単位：万円) (単位：万円) 2021.4までの
経過月数

2020.4.1 2020(R2).4 [5年0月]
(R2) 2015(H27).4 [8年3月]

1994.12.1 1994(H6).12 [3年0月]
(H6) 1991(H3).12 [3年0月]

2007.4.1 2007(H19).4 [1年0月]
(H19) 2006(H18).4 [10年3月]

2016.4.1 2016(H28).4 [4年0月]
(H28) 2012(H24).4 [2年4月]

2010.4.1 2010(H22).4 [3年0月]
(H22) 2007(H19).4 [1年0月]

改定年月日（知事）
過去の改定経過

[前回改定からの経過年月数]

愛知県 1年0月

岐阜県 26年4月

三重県 14年0月

静岡県 5年0月

名古屋市 11年0月

例　月 ボーナス 例　月 ボーナス

愛　知　県 △２０％ △3％

岐　阜　県

三　重　県 △２０％ △１５％

静　岡　県

名 古 屋 市 定額支給 定額支給 △約１４％ △１０％

市　　　長 副　市　長

△１５％

区　分
知　　　事 副　知　事

例　月 ボーナス

△１０％

議長・副議長・議員

（102.4）

（85.9）

（1,851）

（1,521）

月 額 年 額

月 額

年 額

（91.8）

（81.0）

（74.7)

（1,597）

（1,416）

（1,306）

≪名古屋市の市長給与の抑制措置について≫

「市長等の給与の特例に関する条例」を制定し、条例本則の規定にかかわらず、

次のとおり支給

①給料月額：50万円

②期末手当：6月期及び12月期ともに100万円

③地域手当：支給しない

④退職手当：支給しない

年額800万

近隣県は改定しておらず、状況に変化なし
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（単位：万件）
年　度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
(改定日) (H9) (H10) (H11) (H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25) (H26) (H27) (H28) (H29) (H30) (H31) (R2) (R3)

区　分 (7/1) (12/1) ('07.1.1) (4/1) (4/1)

154.0 150.9 140.3 135.4 137.9

122.0 119.6 111.2 107.3 109.3

125.0 122.5 120.9

110.0 107.8 106.4

101.0 99.0 97.7

議員 知事
▲1.30% 知事・副知事 ＋1.85%

知事・副知事 ▲3.5% 副知事
▲7.00% ＋1.86%

4年3月 6年5月 3年1月 8年3月 5年0月

▲2.00%

前回改定からの
経 過 年 月 数

副議長

知 事

５　愛知県　特別職の報酬等改定経過（本来額）[1997(平成9)年度以降]

副知事

議 長

議 員

平均改定率 ＋4.85%

5



６ 愛知県 特別職の報酬等改定の考え方 
 

本県の特別職の報酬等改定は、一般職のうち指定職（※）給料表の改定状況を考慮して実施している。 

（※）指定職：職務と責任が特に高度である一般職であり、その職責等を考慮して一般の職員とは別に指定職給料表を定め、その職に応じた額が支給されている。 

 

年 度 
項 目 

1997～2003 
(H9～15) 

2004 
(H16) 

2005 
(H17) 

2006 (H18) 
2007・08 
(H19・20) 

2009 
(H21) 

2010 
(H22) 

2011 
(H23) 

2012～14 
(H24～26) 

2015 (H27) 
2016 
(H28) 

2017～19 
(H29～R1) 

2020 (R2) 
2021 
(R3) 給与構造改革

<2006.4.1> 
給与改定 

総合的見直し 
<2015.4.1> 

給与改定 
配分見直し 
<2020.4.1> 

給与改定 

指定職給料表の 
改定率 － 

改定 
なし 

△0.30% △6.70% 
改定 

なし 

改定 

なし 
△0.32% 1.05% 0.02% 

（H24.4実施）

改定 

なし 

△3.5% 
(同率相当の地域 
手当を引上げ) 

0.08% 0.15% 
改定 

なし 

1.9% 
(同率相当の地域 
手当を引下げ) 

改定 

なし 
改定なし 

指定職給料表の 
前回改定からの 
累積改定率 

累積 

△1.71% 
0 △0.30% 

[累積改定率]△0.30% 

[給与構造改革]△6.70% 
0 △0.32% 0.73% 0.75% → － 0.83% 0.98% → － → (0.98%) 

特別職の 
平均改定率 △2.0%   

△7.00％ 
(議員△1.30%) 

     
知事・副知事 
△3.5％ 

   
知事・副知事 

1.9％ 
  

適 用 日 2003.12.1   2007.1.1      2015.4.1    2020.4.1   
 
 

 

 

⇒ これまで、指定職給料表の改定率が累積で２％程度に達した場合を改定の目安としている。 

【2015年の総合的見直しと2020 年の配分見直しについて】 

○ 一般職の改定に合わせ、給料と地域手当の配分を見直したものであり、給与全体の水準を変更するものではないため、累積改定率を考慮した見直

しとは別に整理した。 

○ 議員には地域手当が支給されないため、議員報酬の改定は実施していない。 
 
※ 地域手当とは、2006年に国家公務員に準じて導入した手当で、国では、地域ごとの民間賃金水準が適切に反映されるよう市町村ごとに支給割合（０～１６％）が定

められている。 

  本県では、人事異動の実態等も踏まえ、国の基準を本県職員に当てはめて加重平均した範囲内で、県内一律の支給割合（現在 給料月額×８．５％）としている。 

本年度は指定職給料表の改定がなく、累積改定率は前年度と同じ 0.98％のままであり、
特別職の報酬等を改定する目安としている±２％には達していない。 

※引下げに伴う経過措置あり 
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